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道路特定財源等については、以下の基本方針のとおりとする。 

 
１．  道路関連公益法人や道路整備関係の特別会計関連支出の無駄を徹底的に排

除する。 
政府全体で、行政と密接な関係にある公益法人について、6 月末までに集中点

検を実施し、支出の無駄を徹底的に是正する。 
 
２．  道路特定財源制度は今年の税制抜本改革時に廃止し２１年度から一般財源化

する。 
その際、地方財政に影響を及ぼさないように措置する。また、必要と判断される

道路は着実に整備する。 
一般財源化の法改正により、道路整備費の財源等の特例に関する法律案にお

ける道路特定財源制度の規定は２１年度から適用されないこととなる。 
 
３．  暫定税率分も含めた税率は、環境問題への国際的な取組み、地方の道路整備

の必要性、国・地方の厳しい財政状況等を踏まえて、今年の税制抜本改革時に検

討する。 
 
４．  道路の中期計画は５年とし、最新の需要推計などを基礎に、新たな整備計画を

策定する。この計画は、２０年度道路予算の執行にも厳格に反映する。 
 
５．  ガソリン税などの暫定税率の失効期間中の地方の減収については、各地方団体

の財政運営に支障が生じないよう、国の責任において適切な財源措置を講じる。

その際、地方の意見にも十分配慮する。 
 
６．  これらの具体化を進めるため、道路特定財源等に関する関係閣僚会議を設置

する。 


